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問題の提起
　近年，企業会計および監査を取り巻く環境的諸条件の急速な変化を背景にして，ディスクロー
ジャーのいっそうの強化・拡充と経営者の不正・違法行為の相次ぐ摘発が見受けられるなかで，
監査機能ないし監査範囲の拡充が求められ，財務諸表監査の果たすべき社会的役割が従来にもま
して高まってきている。そして，それに伴い，「一般に認められた会計原則」（Generally　Accept－
ed　Accounting　Principles，略称GAAP）への準拠性をもって即財務諸表の適正表示とみる慣行
的な監査実務のあり方を見直し，もっぱら，文書で示されたGAAPへの準拠性を意味する「適
正性（fairness）」概念を拡充しようとする試みがかなり顕著に見受けられる。
　このような「適正性」概念の拡充を促す要因の主要なものとして，具体的に，（1）いわゆるオフ
バランス取引」などの新しい取引形態の出現による適正な会計処理および開示の要請，（2）財務諸
表に影響を及ぼす重要な経営者不正の摘発の要請，ならびに（3）特定の状況のもとでの会計原則
く会計方針）の適用に関する監査人の妥当性判断の要請などを挙げることができる。財務諸表監査
が真に社会の付託に応え，いっそうの発展を遂げるためには，これらの問題に積極的に対応し，
監査機能の拡充，したがってまた監査意見の中核をなす「適正性」概念拡充化の方向を追求する
ことが必要である。いうまでもなく，それは監査人の責任の拡大を伴うことになる。
　このような認識のもとに，本稿では，これらの諸問題のうち，とくに上記（3）の会計原則の適用
に関する監査人の妥当性判断の問題を取り上げ，主として，アメリカ公認会計士協会（AICPA）
の監査基準書（SAS），ならびに近年その展開が注目される国際監査基準（ISA）によりながら，
監査基準の発展のうちにみられる「適正性」概念の展開方向を明らかにし，若干の検討を試みる。
　ここ数年来の深刻な不況下にあって，わが国企業の決算実務において，「利益捻出型」の会計
　　　　　　　　　　　（1）方針の変更が相次いで行われ，しかもそのような変更を含む財務諸表について，監査実務上，例
外なしに「無限定適正意見」が表明されている実状をみるにつけ，ディスクロージャーの中軸を
なす財務諸表の信頼性は十分に担保されているといいがたい状況にある。このような状況は，と
（1）これについては，たとえば文献を参照。伊藤邦雄，醍醐聰，田中建二編集『事例研究現代の企業決算
　’93』中央経済社，1993年。日本経済新聞，1993年12月7日付朝刊の「会計処理変更相次ぐ」という見
　出しの記事。
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くに企業の側での会計方針の原始選択の段階で必ずしも合理的な選択が行われず，しかもそのよ
うな選択の妥当性について，監査人の側で十分に厳正な判断が行われないことに主要な原因の少
なくとも1つがあるのではないかと思われる。
　上述のような昨今の決算実務および監査実務の現状をみるとき，やはり監査人の側で，監査の
専門家として会計方針の選択・適用の妥当性について厳正な判断を行うことこそが財務諸表の信
頼性，ひいては公表会計制度の信頼性を回復ないし保持するうえで必須であるといわなけれぽな
らないであろう。
1．「適正性」の意味内容
　1．　「適正性」とGAAPの関係
　いうまでもなく，現行の財務諸表監査における基本的な要立証命題（監査の最終目標）は，監査
対象たる財務諸表がGAAPに準拠して企業の財務内容を適正に表示しているか否かを明らかに
することである。
　AICPAのSAS第1号「独立監査人の責任と職能」（1972年，ただし一部改訂）は，この点につ
いて，つぎのように述べている。「独立監査人による通常の財務諸表監査の目的は，財務諸表が，
すべての重要な点において，財政状態，経営成績およびキャッシュ・フローをGAAPに準拠し
て適正厳示しているかについての意見を糊する。とで認」．同じ。とは，日本の艶鉾
についてもあてはまる。すなわち，日本の改正監査基準（1991年改正）では，「一般に公正妥当と
認められる会計基準」なるものへの準拠性が財務諸表の適正性を規定する基本的要件とされてい
るが，これはSASでいう「GAAP」への準拠性と同じ内容をもつものと解される。
　では，財務諸表の「適正性」と「GAAPへの準拠性」の関係はどのようにとらえられるのか。
P．ローゼンフィールド＝L．ローレンセンの見解がこの問題を検討する重要な手がかりを提供し
てくれるように思われる。
　さて，ローゼンフィールド＝ローレンセンは，1974年の論稿「監査人の責任と監査報告書」に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）おいて，この両者の関係について，つぎのように3つの類型の解釈を示している。
　（解釈1）　「財務諸表の表示はGAAPに準拠している。それゆえに，表示は適正である」。
　（解釈2）　「財務諸表の表示はGAAPに準拠し，かつ表示は適正である」。
（2）　AICPA，　SAS　No．1，　Responsibilities　and　Functions　of　the　IndePendent∠4uditor，　Section
　110・01in：Codiノ’ication　o／Statements　on　Auditing　Standards，1993，　P．19．
　　なお，日本の1991年（平成3年）改正前監査報告準則では，「企業会計原則」への準拠性が財務諸表
　の適正性を規定する基本的要件として指示されていた。
（3）　Paul　Rosenfield　and　Leonard　Lorensen；Auditors’Responsibilities　and　the　Audit　Report，
　The　lournal　oプ／Accountancy，　September　1974，　pp．74－75．なお，この論稿については，わが国で
　も，すでにつぎの文献で取り上げられている。鳥羽至英稿「『財務諸表は会社の財政状態および経営成
　績を適正に表示している』の意味と解釈について」『専修商学論集』34巻（1982年11月），127ページ以
下。石田三郎著『監査意見形成論』中央経済社，1983年，68ページ以下。山浦久司稿「現代米国財務諸
　表監査の動向」『千葉商大論叢』17巻1号（1984年6月），67ページ以下。
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（解釈3）　「財務諸表の表示はGAAPに準拠し，かつGAAPは適正に適用されている」。
　2．　3つの解釈の特質
　ローゼンフィールド＝ローレンセンが提示する上記の3種の解釈は，とくに「財務諸表の表示
はGAAPに準拠している」という命題を含んでいるという点で共通している（共通命題）。しか
しながら，これらの解釈はつぎの点で異なっている。
　（解釈1）　この説は，この命題（共通命題）をもって即適正表示（fair　presentation）とみる。
　　　　　つまり，GAAPへの準拠性＝適正表示と解する。この説を以下「GAAP準拠性説」
　　　　　　　（4）　　　　　と呼ぶ。
　（解釈2）　この説は，この命題と同時に，「表示は適正である」旨の監査人の判断を要求する。
　　　　　したがって，これはGAAPへの準拠性とは別個の「適正性」の判断基準の存在を想
　　　　　定するものであり，その点で，解釈1とは異質のものであるといえる。この説を「二
　　　　　　　　　　　　（5）　　　　　重意見説」という。
　（解釈3）　この説は，この命題に加えて，「特定の状況において，GAAPは適正に適用されて
　　　　　いる」旨の監査人の判断を要求する。したがって，これは，GAAPの枠組みを前提
　　　　　として，GAAPへの準拠性とともに，　GAAPとして存立する会計原則（会計方針）
　　　　　の適用レベルの妥当性判断を求めるものであり，まさしくその点で，GAAPの枠組
　　　　　みをこえた「二重意見説」とは異質のものであるとみられる。この説は「GAAP準
　　　　　拠性プラスGAAP適用評価説」と名づけられるべきものであるが，以下では単に
　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）　　　　　「GAAP適用評価説」という。
　これら3種の解釈のうち，まず，癬釈1）「GAAP準拠性説」は，従来，財務諸表監査におい
て慣行的に採用されてきた見解である。この見解は，GAAPがAICPA・会計原則審議会（APB）
の「意見書」や財務会計基準審議会（FASB）の「財務会計基準書」（SFAS）などのような権威
ある会計基準設定機関の発表した公式声明書に限定されるものと狭く解される限り，個々の監査
人の「適正性」に関する判断を統一化し，かつ客観化するという利点を有する。しかしながら，
この見解は，こうしたGAAPの解釈にもとづき，その意味でのGAAPへの準拠性が単にこれ
らの声明書の技術的準拠性のみを意味するとすれぽ，不適当なものとして否認されることになる
　　　（7）
であろう。
　つぎに，（解釈2）「二重意見説」は，財務諸表はGAAPに準拠しているが，全体として当該
実体の「実質」（substance）ないし「経済的現実」（economic　reality）を表示していないと認め
られる場合があることを想定し，その場合には，GAAPへの準拠は直ちに適正表示とは認められ
ず，さらに表示の「適正性」（全体表示の適正性）についての判断を求める見解であると解される。
（4）～（6）こうした呼称については，山浦久司，前掲稿，68ページ以下を参照。
（7＞D．R．　Carmichael；What　does　the　Independent　Auditor’s　Opinion
　／ournal　oアAccountancy，　November　1974，　p．85．
Really　Mean？，　The
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したがって，この解釈によると，特定の状況のもとで，監査人の個人的判断が求められることに
なる。なお，この解釈では，GAAPの範囲は，上述のような権威ある会計基準設定機関が発表
した公式表明書に限定されるものと想定されているように思われる。
　最後に，（解釈3）rGAAP適用評価説」は，さきにも述べたように，　GAAPの枠組みを前提
として，監査人に対して，GAAPの準拠性判断に加えて，特定の状況のもとでのGAAPの適
用方法ないし適用条件の妥当性（つまり当該GAAPの適用は個別企業の特定の状況ないし特定の取引
の特性に適合しているか）の判断を要求するものである。したがって，これは，GAAPの枠内で，
その適用の妥当性をも「適正性」の要件のなかに採り入れており，その意味では，（解釈1）「GA
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）AP準拠性説」のもつ限界を補正するものであると解される。
　私見によれば，この解釈は，とくに当該GAAPの適用条件がGAAP自体に明示されてい
るか否かという点から，さらに，つぎの2つの解釈に区分することができると考えられる。
　（a）会計原則（会計方針）の適用条件がGAAPに明示されている場合に限り，適用の妥当性
　　判断を求める見解（解釈3（・）説）と，
　（b）会計原則（会計方針）の適用条件がGAAPに明示されているか否かを問わず，適用の妥当
　　性判断を求める見解（解釈3（b）説）
　のちに取り扱うSAS第5号（1976年）およびそれを引き継いだISAS1第58号（1988年）は，こ
のうちの（解釈3（a）説）に立っているとみられる。この説は，つまるところ，会計原則適用の妥
当性判断の基準をもGAAP自体に求めるというところからみると，（広義）のGAAPを前提
とした「GAAP準拠性説」とも解される。
皿．「適正性」概念の展開
　1．1960年代末後半までの「適正性」
　従来，財務諸表監査は，その核心をなす財務諸表の適正性判断に関して，慣行的に上述のよう
な「GAAP準拠性」を採用してきた。この説は，とくに1950年代から1960年代の初めにかけて
の時期に，監査実務上，若干の監査人の間では，「財務諸表は適正に表示し，かっGAAPに準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）拠している」旨の監査意見（上記の「二重意見説」に相当する）がみられたものの，大多数の監査人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）の間に広く浸透し，監査実務のなかに定着していたとみられる。
　ところで，「GAAP準拠性説」は，財務諸表の適正性に関して，監査人が行使する判断の尺度
をGAAPという客観的基準に求め，しかもそのGAAPは，少なくとも1960年代の前半頃まで
は，特別に監査人の個人的判断の行使を伴わずに，準拠すべき規則書（rule　book）一それは，
具体的には，会計職業団体の採用した基準書を意味する一を指すと一般に解される（rGAAP狭
（8）たとえば，鳥羽至英，前掲稿，128ページ参照。
（9）これについては，鳥羽至英，前掲稿，120～121ページ参照。
⑩　たとえぽ，その当時アメリカ会計士協会（AIA）の研究担当部長であったC．　G．ブラウは，「適正性
　はGAAPの枠組みのなかで考慮される」旨を指摘している。　Carman　G．　Blough；Implications　of
　“Present　Fairly”in　the　Auditor’s　Report，　The　lournal　of　Accountancy，　March　1958，　p．76．
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　　　　　　　　（11）義説」）傾向があったために，さきにも一言したように，（1）個々の監査人の間の適正性判断を可
及的に統一化し，同時に，（2）監査人の責任の範囲を明確化するという利点を有する。
　しかしながら，その反面，この説は，前出のカーマイケルも指摘しているように，GAAP自
体不完全であり，しかもその技術的・機械的な適用を監査人に強いるという点で重要な欠点を有
する。これらの点で，この説は批判を受け，棄却を余儀なくされることになる。カーマイケルは，
つぎのように述べている。
　「監査人の責任の唯一の基礎としてGAAP準拠性を用いることに対する異議は，　GAAPの不完
全性にもとつく。この基準を否認する人々は，GAAPを公式声明書に表明された会計原則と同
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）一視するがゆえに，それを否認するかもしれない」。「もしGAAPが公表された規則の目録とみな
され，またGAAP準拠性が単にこれらの規則への技術的準拠性のみを意味するならば，　GAAP
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）準拠性基準（standard　of　Conformity　with　GAAP）は，否認される必要があるであろう」と。
　私見によれぽ，GAAPはAPB意見書やステートメントなどに代表される公式意見書に限定
されると解される場合には，その範囲は明確であるが，しかしそれは，主につぎの3つの理由か
ら不完全であるといわなけれぽならない。すなわち，第1に，GAAPは，個々の特定の会計事象
ないし会計問題について個別的に設定されたものであり，想定しうる会計事象ないし会計問題の
すべてを網羅したものではないという点である。第2に，GAAPは，いちど設定されると，固定
的ないし不変的な性質を有し，環境の変化や新しい取引形態の出現に弾力的に対応しえないとい
うことである。そして，第3に，GAAPは，同一の会計事象について複数の会計原則を容認しな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）がらも，通常，その適用条件を明定していない（あるいは明定しえない）ことである。
　「GAAP準拠性説」は，それが「GAAP狭義説」にもとつく限り，このようなGAAPに内
在する不完全さのために，カーマイケルの指摘にもみられるように，重大な限界を有するものと
いわざるをえないであろう。
2．　1960年代後半以降における「適正性」
　（1）「二重意見説」の表明
　1960年代後半から1970年代にかけての時期に，会計史上重要ないくつかの訴訟事件が生じ，そ
れによって監査人の法的環境および監査人の公的責任についての従来の見解は重大なインパクト
を受けることになった。そのなかでも，とくに注目すべき事件は，Continental　Vending
　　　　　　（注）　　　（15）Machine社事件であった。この事件に対する裁判所の判決（1969年）を契機にして，上述した
「GAAP準拠性説」に対する批判が提起され，「適正性」をめぐる論争が引き起こされることに
なった。
⑪　P．Rosenfield　and　L．　Lorensen；op．　cit．，　p．74．
㈲⑯　D．R．　Carmichael；op．　cit．，　p．85．
⑯　なお，つぎの文献参照。R．　K．　Mautz　and　H．　A．　Sharaf；The　Philosophy　of、Auditing，1961，
　pp．161－162，近澤弘治監訳『マウツ＆シャラフ監査理論の構造』中央経済社，1987年，217～219ページ。
OS　D．　R．　Carmichael；op．　cit．，84ページ。
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　（注）Continenta1　Vending　Machine社（以下C社と略称）は代表的な自動販売機のメーカーであり，
　Valley　Commercial　Corporation（以下V社と略称）という名称の子会社を有していた。　C社の取締役
　会長一同社の株式の約25％を所有し，V社の会長も兼任していた一は，株式投機のために，自己の所
　有するC社の株式などを担保にして，C社がV社に行った融資を私的に転借したが，返済不能となった。
　そのため，V社のC社に対する借入れも返済不能となった。その結果，　C社の1962年度の財務諸表には欠
　損が計上され，そのために，株価は暴落し，株式取引も停止され，結局のところ，会社更生法の適用を受
　けることになった。
　　この事件で，裁判所は，監査報告書では「適正意見」が表明されたが，C社，　V社および取締役会長の
　三者相互間の取引関係が開示されていなかったために，関与した監査法人（ライブランド・ロス・モンゴ
　メリー事務所）の3人の監査人は証券取引法等に違反するとして，有罪の判決を下し，監査人の刑事責任
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）　（criminal　liability）を問うたのであった。
　この事件の判決がとくに斯界の関係者の注目を引いたのは，監査の対象とした財務諸表がGA
APに準拠しており，かつ監査がGAAPに準拠して行われているとしても，監査人が虚偽に
して，かつ利用者を誤解に導くような財務諸表を「適正」と証明した場合には，監査人の刑事責
任を問うたためである。この判決で，裁判所は，GAAPに準拠しているとする証拠は財務諸表
　　　　　　・　　・　　●　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　（17）
の適正性の部分的な証拠を形成するにすぎないという判断を示したのである。
　この判決は，基本的には「二重意見説」に立つものと解されるが，「これを契機として，適正
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）性概念はGAAPの適用をこえて拡張しはじめた」といわれる。
　さきにも一言したように，「二重意見説」は，1950年代にも，監査実務上若干の監査人の監査
報告書のなかに見受けられ，また文献でも，R．　K．マウツ＝H．　A．シャラフのr監査理論』
　　　　　　　　　　（注）（1961年）で表明されたが，とくにこの訴訟事件の判決において，上述のような「GAAP準拠性
説」に対する批判として明確に提示されたように思われる。
　（注）　マウッ＝シャラフは，本書の第7章「適正表示」のなかでつぎのように述べている。「会計からい
　えぽ，監査は一般に認められた会計原則とこの文言に関連するすべての事柄を借用している。　したがって，
　このなかには，（1）会計原則があること，（2）この会計原則に対しては，一般的な承認があり，かつ権威ある
　支持をうけていること，また，（3）いかなる場合にも，この会計原則を適用することは，財務表示の仕方を改
　善するだけでなく，表示の内容の面でも十分に水準を引き上げること，というこれらの考え方が含まれて
　いる。しかしながら，監査人は会計原則を盲目的に借用しないで，条件つきで認めているのである。した
　がって，監査人は一般に認められた会計原則が何であれ，その適用にあたり，表示の内容について，常に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）　かならずしも十分な水準に達しうるものではないという事実を，よく知っておかなけれぽならない」。ま
　た，「監査人は，会計の分野から一般に認められた会計原則を借用しているが，これはその会計原則の適
　用にあたり，時にはこれを拒否することがあるかもしれないということを，十分に承知したうえでのこと
　である。つまり，会計原則が企業の経営成績と財政状態の実態を，ありのまま十分に描写しているかぎり，
　監査人は会計原則を有難く思っている。　しかし，会計原則が経営成績と財政状態をありのまま描写できな
　い場合には，監査人は会計原則の目標に関する彼の知識を駆使するとともに，自己の経験と判断で積極的
⑯　この訴訟事件については，つぎの文献参照。「コンチネンタル・ベンディング・マシン事件」山桝忠
　恕・檜田信男編著『監査小辞典』中央経済社，1980年，89～90ページ。河合秀敏稿「コンチネンタル・
　ベンディング・マシン会社事件，黒澤清編集代表『会計学辞典』東洋経済新報社，1982年，368ページ。
　D，H．　Taylor　and　G．　W．　Glezen；Auditing：Integrated　Concepts　and　Procedures，　fifth
　edition，1991，　PP，138－139．
⑰⑱D．H．　Taylor　and　G．　W．　Glenzen；op．　cit．，　p．139．
⑲　R．K．　Mautz　and　H．　A．　Sharaf；op．　cit．，　pp．158－159．前掲邦訳，214ページ。
　（663）　　　　　　　　　　　　　　財務諸表の「適正性」の検討　　　　　　　　　　　　　　　　89
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2o）　に有益であると考えられる解決をはからなければならない」。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）　こうした「二重意見説」は，とくに財務諸表利用者の立場を重視したものであり，GAAPの
不完全さのために，その機械的な適用だけでは財務諸表の「適正表示」につながらないとして，
それをこえて，「適正表示」に関し監査人の職業専門家としての個人的判断を要求するものであ
る。しかしながら，この説は，GAAPという客観的基準と別個に，さらに監査人の個人的な判
断に依存するところが多いために，「適正性」概念自体があいまいであり，その判断基準も不明
確である，したがって監査人の判断に多分に恣意性が入り込み，その結果，財務諸表利用老の判
断を誤らせ，ひいては監査の信頼性ないし財務諸表の信頼性を損なう危険があるなどの批判を受
けることになる。
　この点について，カーマイケルは，つぎのように述べている。「（「二重意見説」のもとでは）個々
の監査人は，表示はGAAPに準拠しているが，しかし適正ではない，もしくは適正であるが，
しかしGAAPに準拠していないという個人的意見を有するかもしれない。その結果は，ただ
GAAPの土台を侵食し，また財務諸表の信頼性を侵食することになるだけであろう。監査人は，
自己の見解を防衛するために，会計理論に関する論文を監査報告書のなかに含めることを強いら
れるかもしれない。GAAPは絶えず公的に挑戦され，かつ比較可能性の便益および質の普通的
基準は失われるであ92ら」．かくして，かマイ・ルは「二輔見説」を否認するのである．・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）れと同じ見解は，ローゼンフィールド＝ローレンセンにもみられる。
　（2）SAS第5号（1975年）の対応
　上述したContinental　Vending　Machine社事件を契機にして提起された「適正性」概念の
拡張化への対応を試みた主要な成果として，とくにSAS第5号（1975年）が注目される。
　まず，最初に，SAS第5号は，　GAAPの意味ないし範囲について，　APBステートメント第4
号（1970年）に従って広義の見解を採用している。
　APBステートメント第4号は，これについて，「GAAPは，財務会計における専門用語であ
る。GAAPは，特定時点において認められた会計実務を定義するために必要な慣習，規則およ
び手続を含む。“GAAP”の基準には，一般に適用される広範な指針のみならず，詳細な実務や
手続も含ま鍔」と述べ，GAAPの意味を，緻ある鮮設定機関の懸し訟式声囎を・え
て広義に解している。SAS第5号は，これを受けて，　GAAPの源泉を，「GAAPを設定するた
めに審議会によって任命された機関により発布された会計原則」rこれには，FASBの発表
鋤　R．K．　Mautz　and　H．　A．　Sharaf；op．　cit．，　p．169．前掲邦訳，227～228ページ。
⑳たとえば，ローゼンフィールド＝ローレソセンはつぎのように述べている。「この論議は，利用者は，
　監査人が個人的に専門職業の同僚および権威ある機関の見解とは全く別個の表示について考えているこ
　とを知る権利を有するということである」。P．　Rosenfield　and　L．　Lorensen；op．　cit．，　p．82．
㈲　D．R．　Carmichae1；op．　cit．，　pp．84－85．
鱒　R．Rosenfield　and　L　Lorensen；op．　cit．，　p．82．
e4　AICPA，　St・t・m・nt・f　th・Acc…ti・g　P・i・・iples　B・a・d・N・・4・B・・i・　C・nceρts　and
Acc。unti。g　P。i・・iPles　U・d・rlyi・g　Finan・i・1　St・t・m・nts・f・B・・iness　E・terPrsies・0・t・be「
　1970，　par．138．
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した基轄および解囎，APB意賠およびAICPA会計研究公勧・含ま認＿のほかに，
AICPA研究解釈書，　AICPA業種別監査指針，会計指針および業種別会計実務書のような設定
された会計原則の考えうるその他の源泉，さらに当該状況のもとでのその適合性に応じて，AP
Bステートメント，AICPA見解書，その他の職業団体やSECのような規制機関の声明書，
　　　　　　　　　　　　　　　（26）ならびに会計学教科書および論文などにも求めている。
　なお，この点はその後SAS第43号（1982年）によって修正され，監査人が適用すべきGAAP
の源泉について，その序列が階層的に明示される。とにな喫。
　ついで，SAS第5号は，監査人の適正性判断について，「財務諸表の全体としての表示の“適
正性・に関する独立監人の判断は，GAAPの枠組みのなかで翻さ紘け2．vatなら£1㍉と
述べ，そのうえで，財務諸表の「適正性」に関する監査人の意見表明は，選択・適用された会計
原則が一般的承認を受けたものであるかどうかの判断とともに，とくにその会計原則が当該状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）（注）のもとで適切に適用されているかどうかの判断にももとつかなければならない，としている。
　（注）SAS第5号は，これらの2つの事項の判断のほかに，さらに，（1＞財務諸表は，関連する注記を含
　め，その利用，理解および解釈に影響を与える事項を開示しているかどうか，（2）財務諸表に表示された情
　報は合理的に分類，要約されている，すなわち過度に詳細でもなく，また簡潔でもないかどうか，（3）財務
　諸表は財務状況を承認しうる限度内，すなわち財務諸表において合理的にかつ実践的に達成しうる限度内
で表示する方法で，その基戴なる轍轍引を反映してV、るかどうかの判断腰求して駕。
　このように，SAS第5号は，広義のGAAPの枠組みを前提にして，　GAAPへの準拠性と
特定の状況のもとでのGAAP適用の妥当性の双方を「適正性」の要件としており，したがって
上述の「GAAP適用評価説」の立場に立つものとみられる。ただし，　SAS第5号では，さきに
も一言したように，「適正性」に関する監査人の判断はGAAPの枠組みのなかで適用されるべ
きであるとされ，しかも「ある会計原則が代替的原則のなかから選択・適用されるべき状況を特
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）定することは，会計原則を設定する権限を：有する機関の役割である」と明記されているところか
らみると，会計原則適用の妥当性に関して監査人が行使すべき判断の範囲は著しく限定され，結
局のところ，GAAP自体に特定の会計原則が選択・適用されるぺき条件が明定されている場合
　　　　　　　　　（32）に限られることになる。したがって，それ以外の場合には，会計原則の適用についての監査人の
判断は必ずしも要求されず，監査人の責任は問われないと解されるのである。
　それゆえに，SAS第5号の立場は，基本的には，「GAAP適用評価説」を限定的にとらえた
見解，つまり上記の解釈3（a）説に立つものと評することができる。
㈱¢e　AICPA，　SAS　No．5，0p．　cit．，　par．5，　and　par．6．
鋤　AICPA，　No．43，0mnibus　Statement　on　Auditing　Standard，1982，　par．7．（Section　411．
　05・－08）．
鰺～GΦ　AICPA，　SAS　No．5，0p．　cit．，　par．4（Section　411．04）．
BD　AICPA，　SAS　No．5，0p．　cit．，　par．9（Section　411．09）．
GZたとえば，　AICPA，　APB　Opinion　No．16「企業結合」（Business　Combinations，1970）では，
　企業合併の会計処理方法としてパーチェス方式とプーリング・オブ・インタレスト方式の2つが認めら
　れ，それぞれの適用条件が指示されている。
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　GAAP適用の妥当性をも「適正性」の要件に含める見解は，とくに1970年代に入って公認会
計士による財務諸表監査をめぐって表面化した「期待ギャップ」（expectation　gap）への会計士サ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）イドの対応策として，AICPA・「監査人の責任委員会」が1978年に公表した「報告書」（Report，
Conclusions　and　Recommendations）（別名「コーエン報告書」と呼ばれる）のなかにも明確にみられ
る。この「報告書」は，「結論と勧告の要約」のなかで，この問題について，つぎのように述べ
ている。
　「経営者の行う会計原則の選択・適用についての決定は，基礎的な事象や取引に対する会計原
則の選択・適用が個別的にも，また全体としても適切であるかどうかについての判断に基づいた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）ものでなければならない。監査人は経営者の判断の適切性を確かめる責任を負っている」。r監査
人と財務諸表作成者がGAAPの範囲を極端に狭く考えていたことが，　GAAPと監査人の双方
に対する批判を助長させた原因であった。経営者と監査人は，GAAPが権威ある団体の公表す
る会計原則書のなかで取り上げられている会計原則だけに限定されるものではなく，それ以上の
ものを含むものであることを理解しないことがあった。それよりも重要なことは，経営者や監査
人が，GAAPが要求する判断という極めて重要な要素を認識せず，判断の行使を怠ったこと
　　　　　　　　　　　（35）があったということである」と。
　引き続いて，「報告書」は，つぎのようにいう。「複数の選択可能な会計原則のなかから一つ
の会計原則を選択する際の規準が不十分である場合には，監査人の評定には決断を必要とする。
選択された会計原則によって取引もしくは事象の実質をより正しく反映するような表示が可能と
なるか否かを評定するため，監査人は事象や取引の背後にある事実と状況を分析しなければな
らな鴨．「会計原則の選撫。ついて具体的な指鋤示した轍ある文献がないという・とは，経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）営者の選択した会計原則を監査人がそのまま受け入れてよいとする十分な根拠とはならない」。
　このように，「報告書」は，監査人は，財務諸表の「適正性」を判定する際に，とくに経営者
が行った会計原則の選択・適用の適切性について判断することが重要であるとし，しかもそのよ
うな判断は，会計原則選択の規準が不十分な場合，あるいは具体的な指針を示した権威ある文献
がない場合にも，要求されるものであるとしているのである。したがって，「報告書」の立場は
「GAAP適用評価説」のうちの3（b）説に属するものということができる。
　これに対して，SAS第5号は，さきに指摘したように，同じく「GAAP適用評価説」に属す
るが，しかし3（a）説の立場を表明したものであり，会計原則適用の妥当性に関する監査人の判断
をとくにGAAP自体に適用条件が明定されている場合に限って要求するにとどまるのである。
このようにして，SAS第5号が，1970年代の初めから財務諸表利用老のサイドに立って提起さ
れた「適正性」概念拡充化の要請に応えようとしながらも，いぜんとしてGAAPの枠組みに固
B3　The　Commission　on　Auditors’Responsibilities；Report，　Conclusions，　and　Recommen・
　dations，1978．鳥羽至英訳『アメリカ公認会計士協会・監査人の責任委員会コーエソ委員会報告書：
　財務諸表監査の基本的枠組み：見直しと勧告』白桃書房，1991年。
34鳥羽至英，前掲訳書，xxviページ。
B5～B7）鳥羽至英，前掲訳書，　XXV～xxviページ。
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執したのは，とりわけ監査人の責任の範囲を限定するという要請を考慮するあまり，会計原則適
用の妥当性判断の尺度を監査人の個々の主観的な見解から離れて，やはりGAAPという客観的
な基準に求めざるをえなかったことを意味するものと考えられる。したがって，SAS第5号の
立場は，会計原則の適用条件自体をもGAAPとみるという広義の解釈に立つならぽ，上述した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）「GAAP準拠性説」に含まれるものとも解することができる。
　しかしながら，こうしたSAS第5号の行き方は，やはりGAAPの枠組にとらわれるあまり，
職業専門家としての監査人の判断の行使を回避し，結局のところ，GAAPへの機械的な準拠を
内容とした監査に陥り，財務諸表利用者の要請に十分に応えていないのではないかという批判を
受けざるをえないように思われる。
皿．国際監査基準（ISA）における「適正性」
　1．　「適正性」の枠組み
　近年における財務諸表の「適正性」に関する新しい見解の1つの典型は，国際会計士連盟（The
International　Federation　of　Accountants，略称IFAC）・「国際監査実務委員会」（The　lnternational
Auditing　Practices　Committee，略称IAPC）の「国際監査基準」（ISA）および「監査の国際的ガ
　　　　（39）
イドラィン」（IAG）のなかに見出すことができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）　さて，IAG第13号「財務諸表の監査報告書」（1989年10月改訂）は，まず，「無限定適正意見」
についてつぎのように指示している。
　「無限定意見」は，以下の4つの事項について，すべての重要な点で確認を得たときに表明す
る（15項）。
　（a）継続的に適用されている「容認しうる会計方針」（acceptable　accounting　Policies）（邦訳
　　では，「一般に認められた会計方針」と訳出されている）にもとついて財務諸表が作成されている
　　か一つまり（広義の）基準準拠性
　（b）財務諸表が関連する規則および法的要請に準拠しているか一つまり関連法規への準拠性
　（G）財務情報全体によって示された写像（views）が事業体についての監査人の知識と一致し
爾　山浦久司，前掲稿，77ページ参照。
Bg　IAGに関する「趣意書」（1987年）は，　IFACの目的について，つぎのように述べている。　rlAFC
　の広範な目的は，統一的基準を有し，協調しあった全世界の会計職業を発展させ，その質の向上を図る
　ことにある。この目的に向けて活動するに当り，IFACの理事会は，理事会に代わって一般に認められ
　た監査実務及び関連業務並びに監査報告書の様式及び内容に関するガイドラインを開発し，公表する，
　IAPCを設置した。　IAPCは，かかるガイドラインを公表することは，全世界の監査実務及び関連業
　務の統一性の度合を改善するのに役立つと信じている。IAPCは，また，ガイドラインの実施に当たり，
　監査人に対し実務的援助を提供するために，ガイドラインの権威を有するものでないステートメントを
　公表するであろう」（6項）。IFAC；Preface　to　lnternational／Auditing　Guidelines　of　the　lnter．
　national　Federation　of　Accountants，1987，　par．6．邦訳「『監査の国際的ガイドライン』に関す
　る趣意書」，6項。
㈹　IFA，　IAG　No．13，　The　Audito〆s　RePort　on　Financial　Statements，1989（revised）．邦訳
　「財務諸表の監査報告書」。
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　　ているか一つまり実態写像性
　（d）財務情報の妥当な表示という観点からすべての重要な事項が適切に開示されているか一
　　つまり表示の適切性
　つぎに，意見の限定について下記のように述べている。
　以下の状況のいずれかが存在し，かつ当該事項が財務諸表に重要な影響を及ぼし，あるいは及
ぼす可能性があると判断した場合には，監査人は「無限定意見」を表明することができないかも
しれない（17項）。
　（a）監査範囲が制限されている。
　（b）財務諸表に関して，経営者との意見の不一致がある（これは，SAS第58号にいうrGAAPか
　　らの乖離」（49項）に相当するが，以下にみるように，それよりも拡張されている）。
　これらのうち，（a）に関わる除外事項は「限定意見」か「意見差控」に導き，（b）に関わる除外事
項は「限定意見」か「不適正意見」に導くことになる。
　2．　「適正性」の拡充
　「経営者との意見の不一致」が生じる事項には，つぎの2つのタイプがある（25項）。
　（a）選択された会計方針の妥当性
　（b）会計方針の適用方法。財務諸表における開示の適切性を含む。
　（G）財務諸表の関連規則および法的要請に対する準拠性
　ISA第1号「監査の目的及び基本原則」（1991年10月改訂）は，これらのうち（a）および（b）を，財
務諸表と取引記録との合致性および取引事象の財務諸表への要約の適切性とともに，「関連する
情報伝達の適切性」（「財務諸表の適切性」に相当すると解される）に含め，つぎのように説明してい
る。「（これらは）財務諸表を作成するにあたり経営者が行った主張を吟味することである。した
がって，監査人は，会計方針の選択およびその継続適用，財務諸表の分類方法ならびに表示の妥
当性を評価するものとする」（12項）。
　したがって，IAGでは，上記の（c）関連法規への準拠性とともに，会計方針の選択および適用方
法の妥当性の検証をも「経営者との意見の不一致」なる事項のなかに含め，これらを財務諸表の
「適正性」を規定する要因ととらえられている。すなわち，財務諸表の「適正性」を確かめる際
に，監査人は経営者が行った会計方針選択の妥当性および会計方針適用方法の妥当性をも検討し，
経営者の判断と不一致の場合には，「限定意見」または「不適正意見」を表明することが求めら
れるのである。
　以上にみたように，IAG第13号では，財務諸表の「適正性」の構成要件として，「経営者との
意見の一致または不一致」を挙げ，そのなかに，（1）関連法規への準拠性および（2）表示の妥当性と
並んで，（3）経営者が選択した会計方針の妥当性および（4）その適用方法の妥当性（適用の継続性をも
含む）を含めているのである。
　この場合，「会計方針」とは，「容認しうる会計方針」を指し，これにはGAAPに加えて，特
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定の状況のもとでそれを適用することが適切と認められうるものも含まれると解されるが，もし
そうであるとすると，このIAG第13号の「適正性」についての見解は，上述のようなSAS第5
号の見解をこえ，またさきにみたローゼンフィールド＝ローレンセンのいうrGAAP適用評価
説」をもこえており，「GAAPの準拠性」と「（既存のGAAPをこえて）容認しうる会計方針適
用の妥当性」をもって「適正表示」とみる立場を代表するものであると解することができるよう
に思われる。この点にIAG第13号の積極的な意義を認めることができる。
1V．結 び
　以上考察したように，1960年代末頃から顕者に展開された「適正性」論争のなかで，従来支配
的であった「GAAP準拠性説」の見直し一「適正性」拡充問題が提起されたが，これに関し
てとくに監査基準の発展にみられる主要な成果として，2つのものが注目に値する。
　1つは，SAS第5号（1975年），さらにそれを引き継いだSAS第58号（1988年）である。これ
らの基準書の基底にみられる見解は，ローゼンフィールド＝ローレンセンの掲げた3種の解釈
（「GAAP準拠性説」，「二重意見説」およびrGAAP適用評価説」）のうちの「GAAP適用評価説」
を限定的に展開したもの（3（・）説）であり，とくにGAAPに特定の会計原則（会計方針）の選
択・適用の条件が明示される場合に限り，「適正性」の検討にあたり，その適用の妥当性に関す
る監査人の判断が要求されるとするものである。
　いま1つは，IAG第13号（1989年改訂）にみられる見解である。これは，とくに「容認しうる
会計方針」という新しい概念を用いて，既成のGAAPをこえ，その意味での会計方針の選択・
適用の妥当性について，「経営者との意見の一致または不一致」に関わる検出事項として扱い，
「適正表示」に関するものとして取り扱うのである。この見解は，「GAAP適用評価説」のうち
の広義の3（b）説をもこえる内容を含むものとみることができる。
　この両者はともに情報利用者のサイドに立ち，いわゆる「（監査の）エクスペクティション・ギ
ャップ」を埋めることを指向したものであるが，前者（SAS第5号・第58号）は，とくに監査人
の会計方針適用の妥当性判断をGAAPに適用条件を特定した場合に限定し，その点でやはりG
AAPの「機械的準拠性」の検証に陥っているきらいがあるとみられる。これに対して，後者（I
AG第13号）は，既存のGAAPの枠組みをこえて，会計方針適用の妥当性判断を監査人に求め，
とくに職業専門家としての監査人の個人的判断を重視したものであるが，しかしそれは，「適正
性」の尺度がいまだ不明確であることを考えると，監査人に過大な責任を課すことになるかもし
れない。
　私見によれぽ，会計職業の現状を考慮すると，会計方針適用の妥当性についての監査人の判断
は，GAAPの枠組みを前提として，たとえGAAP自体に適用条件が明示されていない場合でも，
特定の状況のもとで，GAAPとして存立する当該会計方針の選択・適用が適切であるかどうか
について行使されることが適当ではないかと思われる。すなわち，「GAAP適用評価説」のうち
の3（b）説によるのが適当であると考えられる。
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　こうした監査人の判断を支援するための1つの仕組みとして，FASBの一連の「財務会計概
　　　（41）
念報告書」（Statements　of　Financial　Accounting　Concepts）にみられるように，利用者のサイド
に立って，会計情報の有用性を高めるために，財務諸表要素（資産，負債，持分，収益，費用，利得
および損失）の定義，認識および測定のレベルでの会計選択（Accounting　Choice）を限定しよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）とする公式的な試みが提示されていることを指摘しておきたい。
　冒頭で指摘したように，最近の深刻な不況のもとでの企業の決算実務において，会計方針の変
更が頻発し，しかもそのいずれもに「無限定適正意見」が表明され，財務諸表の信頼性がゆらい
でいるなかで，その信頼性を回復するためには，変更の正当性について監査人の厳正な評価が行
われなけれぽならないが，そのためには，なによりも，GAAPの枠組のもとで，会計方針の選
択・適用の妥当性について監査人の適切な判断が求められる必要があると考えられる。
（なお，本稿は，1993年11月20日に駒沢大学で開催された日本監査研究学会第15回東日本部会の「統一論題」
の部で行った報告内容に加筆したものである）
㈲　FASB，　Statements　of　Financial　Accounting　Co21cepts，　No．1（1978）～No．6（1985）．平松一
　夫・広瀬義州訳『FASB財務会計の諸概念』中央経済社，1988年。森川八洲男監訳『現代アメリカ会
　計の基礎概念一FASB財務会計概念報告書一』白桃書房，1988年。
㈲　これについては，津守常弘稿rFASB『基礎的概念構造』の到達点と問題点」『企業会計』37巻11号
　（1985年11月号），6～7ページ参照。
